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旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の 

生活保護制度における取扱いについて（通知） 

 

昭和 23 年制定の旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金

の支給に関し必要な事項等を定めた「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた

者に対する一時金の支給等に関する法律（平成 31 年法律第 14 号。以下「法」と

いう。）」が平成 31 年４月 24 日に成立し、施行されたところである。 

生活保護受給者に当該一時金が支給された場合の取扱いについては、法の趣旨

に鑑み、収入として認定しないこととするので、了知の上、貴管内実施機関に対

する指導方よろしくお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の９第１項及

び第３項の規定による処理基準としたので申し添える。 

 

 


